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研究成果の概要（和文）：本研究では、第１に、農産物貿易政策と農業政策のポリシーミックスの貿易効果を数
量的に分析しうる空間均衡モデルを開発した。第２に、ポリシーミックスの厚生効果を数量的に分析しうる厚生
尺度を開発した。第３に、ＴＰＰの交渉過程と交渉結果を分析し、低関税枠の新設が今後の我が国の主たる貿易
自由化の手段になる可能性が高いことを明らかにした。第４に、脱脂粉乳を事例に我が国の最適なポリシーミッ
クスを分析し、低関税枠の関税率と農業所得補償額の関係を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this research, firstly, we developed a spatial equilibrium model that can
 quantitatively analyze the trade effect of policy mix of trade and agricultural support policies. 
Secondly, we developed a welfare scale that can quantitatively analyze the welfare effect of the 
policy mix. Thirdly, we analyzed the TPP negotiation process and results, and clarified that the 
establishment of a low tariff frame is highly likely to become a major means of Japan's trade 
liberalization in the future. Fourthly, we analyzed Japan's optimal policy mix as skim milk case, 
and clarified the relationship between tariff rate of low tariff and agricultural income 
compensation amount.

研究分野： 農業経済学

キーワード： 農産物貿易政策　農業政策　ポリシーミックス　厚生経済分析　空間均衡モデル　線形相補性問題
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)現在、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）
交渉や世界貿易機関（ＷＴＯ）における農業
交渉など、さまざまな国際交渉が行われるな
か、それらが我が国農業に与える影響を緩和
し、我が国農業を持続的に成長させるために、
限られた予算のもとで、いかなる農産物貿易
政策と農業政策をどのような水準で組み合
わせて講じるべきか、という最適なポリシー
ミックスについて、具体的かつ数量的に解明
することが喫緊の課題となっている。 
 
(2)これまで、国際交渉の影響分析には、Ｇ
ＴＡＰモデルが国際的によく利用され、我が
国のＴＰＰ政府統一試算でも、このモデルが
利用された。しかし、このモデルは次の３つ
の問題を抱えている。 
 
①我が国をはじめ、世界の農業に介在する多
種多様な貿易政策と農業政策を基本的に従
価関税として極度に単純化しており、各政策
を個別具体的に分析することができないた
め、複数の政策のトレードオフや相乗効果と
いったポリシーミックスの効果を分析でき
ない。 
 
②ポリシーミックスの分析ができないため、
最適なポリシーミックスを求めることもで
きない。仮にポリシーミックスの分析ができ
たとしても、消費者の経済厚生（等価変分、
Equivalent Variation、略してＥＶ）しか計
測することができないため、政策の変化が生
産者の経済厚生に与える影響を分析できず、
農業生産者（あるいは農業生産者及び消費
者）にとって最適なポリシーミックスを求め
ることができない。 
 
③すべての経済主体を価格受容者として仮
定しており、国際寡占下の輸出国の市場支配
力（不完全競争）を分析することができない
ため、政策効果を過大に評価してしまう。 
 
(3)これに対して、我われの研究グループは
これまで、従価関税だけでなく、従量関税や
差額関税、滑準税、関税割当、輸出補助金、
輸出国家貿易、輸出規制、直接支払い、不足
払い、生産調整、国際備蓄といったさまざま
な貿易政策と農業政策、ならびに国際寡占
（不完全競争）を個別具体的かつ数量的に分
析しうる貿易モデルを開発し、各政策が各国
農業に与える影響を具体的に分析してきた。 
 
(4)しかし、我われの開発した貿易モデルは、
次の２つの問題を抱えている。 
 
①上記の貿易政策と農業政策のすべてを一
元的に分析しうるまでには至っていないた
め、ポリシーミックスの効果を十分に分析で
きない。 
 

②生産者及び消費者の経済厚生を分析する
ことができないため、ポリシーミックスの最
適化について分析できない。 
 
(5)さまざまな国際交渉が我が国農業に与え
る影響を緩和し、我が国農業を持続的に成長
させるために最適なポリシーミックスを解
明するには、我われの貿易モデルが抱える以
上の問題を克服することが急務である。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究の目的は、さまざまな国際交渉が
我が国農業に与える影響を緩和し、我が国農
業を持続的に成長させるために、限られた予
算のもと、消費者の経済厚生に配慮しながら、
いかなる農産物貿易政策と農業政策をどの
ような水準で組み合わせて講じるべきか、最
適なポリシーミックスを数量経済学的に解
明し、具体的提言を行うことである。より具
体的には、以下のとおりである。 
 
(2)従価関税、従量関税、差額関税、滑準税、
関税割当、輸出補助金、輸出国家貿易、輸出
規制、直接支払い、不足払い、生産調整及び
国際備蓄といったさまざまな貿易政策と農
業政策、ならびに国際寡占（不完全競争）を
個別具体的かつ一元的に扱い、複数の政策の
トレードオフや相乗効果といったポリシー
ミックスの効果を具体的かつ数量的に分析
しうる貿易モデルを開発する。 
 
(3)生産者及び消費者の経済厚生の概念を具
体化したうえで、それらの経済厚生を具体的
に計測する方法、ならびにそれらの経済厚生
を最大化し、最適なポリシーミックスを求め
る方法を開発する。 
 
(4)以上で開発した貿易モデルと経済厚生の
計測方法を利用して、現在行われている、あ
るいは今後行われることが予想される国際
交渉が、我が国と諸外国の農産物需給及び市
場価格、ならびに農業生産者及び消費者の経
済厚生にどのような影響を与えるか、政策シ
ミュレーション分析を行う。 
 
(5)上記の貿易モデルと経済厚生の計測方法
を利用して、さまざまな農産物貿易政策と農
業政策のトレードオフ及び相乗効果につい
て政策シミュレーション分析を行い、ポリシ
ーミックスの効果を数量的に解明する。 
 
(6)上記の貿易モデルと経済厚生の最大化の
方法を利用して、さまざまな国際交渉が我が
国農業に与える影響を緩和し、我が国農業を
持続的に成長させるために、限られた予算の
もと、消費者の経済厚生に配慮しながら、い
かなる農産物貿易政策と農業政策をどのよ
うな水準で組み合わせて講じるべきか、最適
なポリシーミックスを数量的に解明し、具体
的提言を行う。 



３．研究の方法 
(1)ポリシーミックスの効果を具体的かつ数
量的に分析しうる新たな貿易モデルを開発
する。具体的には、我われがこれまで開発し
てきた、従価関税、従量関税、差額関税、滑
準税、関税割当、輸出補助金、輸出国家貿易、
輸出規制、直接支払い、不足払い、生産調整、
国際備蓄及び国際寡占（不完全競争）の各貿
易モデルを統合する。我われがこれまで開発
してきた各モデルは、線形ないし非線形の相
補性問題（Complementarity Problem、略し
てＣＰ）として数学的に定式化されているの
で、新たなモデルも相補性問題として定式化
し、統合しうる。 
 
(2)生産者及び消費者の経済厚生の概念を具
体化し、計測する方法を開発する。具体的に
は、Samuelson が開発した、純社会的ペイオ
フの概念を発展させる。純社会的ペイオフは、
生産者余剰と消費者余剰の合計である社会
的厚生から輸送費を差し引き、それを世界全
体で合計したものとして定義される。我われ
は特に、生産者余剰が、市場価格と限界費用
の差である価格マージンをもとに計測しう
る点に着目し、関税をはじめとするさまざま
政策や輸出国の市場支配力を限界費用に換
算のうえ、それらを生産者余剰の構成要素と
して計測する。 
 
(3)各国のポリシーミックスの動向について、
調査分析を行う。具体的には、文献調査及び
国内外の実態調査等を行い、それらをもとに、
各国が現在いかなる農産物貿易政策と農業
政策をどのような水準で組み合わせて講じ
ているか、ならびに、その組み合わせは今後
どのように変更される可能性が高いか、分析
する。 
 
(4)各国の農産物需給の動向について、調査
分析及び数量経済分析を行う。具体的には、
文献調査及び国内外の実態調査等を行い、そ
れらをもとに、各国の需要及び供給の価格弾
力性や技術進歩率、人口変化率等を推計する。 
 
(5)さまざまな国際交渉の影響について、数
量経済分析を行う。具体的には、上記(1)と
(2)で開発した貿易モデル及び経済厚生の計
測方法、ならびに上記(3)と(4)で行ったポリ
シーミックス及び農産物需給の動向分析の
結果を利用して、現在行われている、あるい
は今後行われることが予想される国際交渉
が、我が国と諸外国の農産物需給及び市場価
格、ならびに農業生産者及び消費者の経済厚
生にどのような影響を与えるか、政策シミュ
レーション分析を行う。 
 
(6)ポリシーミックスの効果について、数量
経済分析を行う。具体的には、上記(5)と同
様の方法を利用して、さまざまな農産物貿易
政策と農業政策のトレードオフ及び相乗効

果について、政策シミュレーション分析を行
う。 
 
(7)最適なポリシーミックスについて、数量
経済分析を行う。具体的には、上記(6)の分
析結果を利用して、さまざまな国際交渉が我
が国農業に与える影響を緩和し、我が国農業
を持続的に成長させるために、限られた予算
のもと、消費者の経済厚生に配慮しながら、
いかなる農産物貿易政策と農業政策をどの
ような水準で組み合わせて講じるべきか、分
析を行う。 
 
４．研究成果 
(1)農産物貿易政策と農業政策のポリシーミ
ックスの効果を具体的かつ数量的に分析し
うる農産物貿易の数量経済モデルを開発し
た。具体的には、従価関税、従量関税、関税
割当、輸出補助金、生産補助金等の農産物貿
易政策及び農業政策を個別具体的かつ一元
的に扱いうる不完全競争市場の空間均衡モ
デ ル を 、 線 形 相 補 性 問 題 （ Linear 
Complementarity Problem、略してＬＣＰ）
として数学的に定式化した。なお、モデルは、
各国における市場の需給均衡条件及び産地
の主体均衡条件で構成される。また、ラーナ
ー指数を導入することによって、完全競争か
ら独占までの任意の市場構造を表している。 
 
(2)余剰概念を利用し、上記(1)で開発した空
間均衡モデルに対応する厚生尺度を開発、具
体的に定式化した。特筆すべきは、均衡価格
から実質的な均衡限界費用（＝均衡限界費用
＋限界輸送費用＋限界関税費用）を差し引い
た実質的な均衡価格マージンと、輸出国の均
衡販売量（＝均衡輸出量）の積として定義す
ることによって、輸出国の生産者余剰の定式
化が可能となり、従来は不可能であったさま
ざまな農産物貿易政策の厚生経済分析を可
能にした点である。 
 
(3) 上 記 (2) で 開 発 し た 厚 生 尺 度 を 、
Samuelson が開発し、伝統的な空間均衡モデ
ルにおいて利用されている純社会的ペイオ
フと比較した。その結果、純社会的ペイオフ
が関税純収入を含まず、世界全体の総余剰に
一致しないという農産物貿易政策の厚生経
済分析を行う上で重大な問題を抱えている
ことを明らかにした。 
 
(4)上記(1)で開発した空間均衡モデルに含
まれるラーナー指数を実際の国際貿易のデ
ータからキャリブレートし、各国市場の不完
全競争度を具体的に計測する方法を開発し
た。なお、キャリブレーションは、上記(1)
で開発した空間均衡モデルと同様、ＬＣＰを
解くことで行うことができる。 
 
(5)以上の空間均衡モデルの均衡解と厚生尺
度の計測、及びラーナー指数のキャリブレー



ションを行うために必要なコンピュータ・プ
ログラムを開発した。なお、プログラムには、
本研究の成果の普及を意識し、汎用性の高い
ＧＡＭＳを利用した。 
 
(6)ＴＰＰの交渉過程と交渉結果を分析し、
特にセンシティヴ品目に関しては、低関税枠
の新設が今後の我が国の主たる貿易自由化
の手段になる可能性が高いことを明らかに
した。また、この低関税枠の新設は、実質的
には従来の関税割当と見なしうることを明
らかにした。 
 
(7)上記(6)の分析結果を踏まえて、上記(1)
～(5)で開発した方法を脱脂粉乳の国際貿易
に適用し、低関税枠に相当する我が国のマー
クアップ率について感度分析を行い、マーク
アップ率削減の厚生効果を分析した。その結
果、主に次の２点が明らかとなった。 
 
①現在の約 2,600 米ドル/トンのマークアッ
プ率より低い税率の低関税枠を我が国が新
設すれば、日本の輸入量は低関税枠の上限ま
で増加し、税率に応じて、日本の消費者余剰、
生産者余剰、関税収入及び総余剰は第１図に
示すとおりに変化する。特に、生産者余剰は
最大 3.5 億米ドル、つまり約 400 億円減少す
る。つまり、最大約 400 億円の農業所得補償
が追加的に必要となる。 

 
②我が国が低関税枠を新設すれば、外国全体
及び世界全体の総余剰は増加するが、国別に
みると、総余剰が増加するのはもっぱら純輸

出国であり、純輸入国の総余剰は減少する。
そして、総余剰の減少率が最も大きいのは純
消費国であるタイである。なお、第２図には、
我が国が低関税枠の関税を撤廃した場合の
各国、外国全体及び世界全体の総余剰の変化
率を示している。 
 
(8)低関税枠の新設が今後の我が国の主たる
貿易自由化の手段になる可能性が高い点を
踏まえると、脱脂粉乳の場合、我が国の予算
制約から農業所得補償の上限を算出した上
で、その上限値に生産者余剰の減少額が等し
いマークアップ率を第１図から算出し、それ
を低関税枠の最低関税率にすることが、我が
国の最適なポリシーミックスである。 
 
(9)本研究で提示した厚生尺度は、汎用性及
び一般性が高い。本研究の厚生尺度を利用し
た農産物貿易政策の厚生経済分析が広く行
われることを期待したい。 
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